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系統用蓄電池販売事業に関する主要 KPI 開示のお知らせ 

 

当社は、株主・投資家の皆さまに、当社グループの成長領域である系統用蓄電池販売事業の進捗および

将来の収益機会を分かりやすくお伝えするため、同事業に関する主要 KPI（重要業績評価指標）を下記の

とおり開示いたします。 

本開示は、売上計上前の受注状況および受注見込案件を可視化し、2026 年６月 11 日付「2027 年３月

期連結業績予想の公表に関するお知らせ」で公表した蓄電池販売事業の進捗および将来の売上計上に向け

たパイプラインを補足するための任意開示であり、今後も、定期的な頻度で開示を行う方針です。 

 

記 

１． KPI 開示の目的 

当社グループは、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い重要性が高まる系統用蓄電池市場において、

蓄電池システムの販売および関連サービスを展開しております。 

本事業は、案件の受注から納品・設置工事完了・売上計上まで一定の期間を要するため、売上高の

みでは足元の事業進捗や将来の収益機会を把握しにくい特性があります。このため、受注件数、受注

容量、受注残高および受注見込案件を主要 KPI として開示し、事業進捗および将来の売上計上に向け

たパイプラインの状況をお知らせいたします。 

 

２． 主要 KPI 

本 KPI は、当社が中期経営計画（2027-2029）で掲げる系統用蓄電池の開発計画（系統用蓄電所 32

箇所を開発し、その一部を外部顧客へ販売）、および蓄電ソリューション事業における系統用蓄電所

に係る販売の進捗を示すものです。 

（2026 年５月末時点） 

KPI 項目 実績／見込み 

当期受注済 

案件数 ４件 

容量 32MWh 

受注残高 16.8 億円 

受注見込案件 

案件数 ３件 

容量 24MWh 

想定金額 16.1 億円 

参考パイプライン総額
※

 32.9 億円 

※ 参考パイプライン総額は、受注残高と受注見込案件の想定金額の合計です。受注見込案件は、商談・案件化が進捗し

ているものの正式受注前の案件を含む参考指標であり、受注の成立又は記載金額を保証するものではありません。 

  



 

 

 

 

３． 事業進捗の状況 

2026 年５月末時点において、系統用蓄電池に対する需要拡大を背景に新規案件の獲得が進展し、

当期受注済み案件数は４件、当期受注容量は 32MWh となりました。 

受注残高は 16.8 億円となっており、今後の売上計上につながる受注済みパイプラインとして着実

に積み上がっております。また、正式受注前の受注見込案件は３件、容量は 24MWh、想定金額は 16.1

億円です。受注残高と受注見込案件の想定金額を合わせた参考パイプライン総額は 32.9 億円となり

ますが、受注見込案件については、今後の交渉その他の要因により、受注の成立、金額又は時期が変

動する可能性があります。 

現時点では、受注済み案件について、系統への連系時期等を踏まえ、2027 年３月期の第３四半期

および第４四半期における売上計上を見込んでおります。なお、当該見込みは現時点の前提に基づく

ものであり、今後の進捗等により変動する可能性があります。 

 

４． 今後の見通し 

当社は、中期経営計画（2027-2029）で掲げる蓄電ソリューション事業の成長に向け、引き続き系

統用蓄電池市場の成長を取り込みながら、販売体制、案件開発体制および関連サービスの強化を進め、

受注拡大および収益基盤の強化に取り組んでまいります。 

また、株主・投資家の皆さまとの建設的な対話および透明性の高い情報開示を重視し、受注、納品・

売上計上、受注残高その他の投資判断に資する重要な進捗又は変動が生じた際には、必要に応じて適

時かつ適切な開示に努めてまいります。 

なお、現時点で 2026 年６月 11 日付「2027 年３月期連結業績予想の公表に関するお知らせ」で公表

した業績予想に変更はありません。今後、業績予想の修正が必要となった場合には、速やかにお知ら

せいたします。 

 

５． 注意事項 

本開示に記載した KPI は、系統用蓄電池販売事業の進捗を示す参考指標であり、将来の業績又は売

上計上を保証するものではありません。特に、受注見込案件およびその想定金額は、正式受注前の商

談・案件化の進捗状況に基づく参考情報であり、受注の成立、内容又は金額を保証するものではあり

ません。受注案件および受注見込案件については、顧客都合、系統連系時期、許認可、資材調達、市

場環境その他の理由により、内容、金額、時期等が変更又は中止となる可能性があります。今後、開

示すべき事項が生じた場合には、東京証券取引所の適時開示規則に従い、速やかに開示いたします。 

以 上 


